
平成 17年 11月 11日 
 
記者発表 

「2004年インド洋巨大地震・津波国際会議」開催について 
 
東京大学地震研究所，防災科学技術研究所及び防災研究フォーラムは，2004 年 12 月 26 日に

インド洋において発生した巨大地震・津波から一年が経過することを機に下記の国際会議を開催

することを決定した。この地震以後も国内外で多くの地震が発生し大きな災害をもたらしている

が，これを機会に日本国内外の地震・津波に深く関係する研究者、NGO、さらには産業界が一堂
に会して地震・津波からの復興策を検討することは，地震・津波研究において世界の先端を走る

我が国がリーダーシップを発揮すべき意義深いものであると考える． 
 
１．名称：2004年インド洋巨大地震・津波国際会議 
第一部：スマトラ型巨大地震・津波被害の軽減策に関する国際ワークショップ 
第二部：災害軽減科学技術の国際連携への提言に関する国際シンポジウム 

２．概要 
平成 17年度文部科学省科学技術振興調整費による支援を受け，2004年 12月 26日にイン

ド洋で発生した巨大地震・津波に伴う大災害からの復興策を，わが国の関連研究者等のリー

ダーシップのもと討議する．2 部構成とし，第一部では主として学術的見地から，４つの分
科会にわかれて，地震・津波の発生メカニズムと予測，啓発と教育及び人材育成に関する問

題，津波警報システムの有効な活用方法及び災害からの復興策について討議する．また第二

部はアジア学術会議の共同プロジェクトとして実施され，アジアの関係各国からの参加者に

よる討議に基づき災害復興に向けた関係各国政府への具体的な政策提言を行う． 
３．期日：平成 17年 12月 14日（水）～ 17日（土） 
４．場所：東京都千代田区平河町 2-7-9 全共連ビル 

５．言語：英語 

６．参加費：無料 
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第一部：スマトラ型巨大地震・津波被害の軽減策に関する国際ワークショップ 
【期日】平成 17年 12月 14-15日 
【主催・共催・後援（申請中を含む）】 

（主催）東京大学地震研究所，防災研究フォーラム 
（共催・後援）防災科学技術研究所，産業技術総合研究所，日本学術振興会 

【定員】 14日：120名 15日：120名 （要事前登録） 
【事前登録用 URL】 http//www.eri.u-tokyo.ac.jp/sumatra/index-e.html 
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【討議内容】 
3年計画の科学技術振興調整費の第一年度にあたるため，国内関連研究者及びカウンター
パートである被災諸国の研究者が一堂に会し，全体会議形式による基調講演に続き，４つ

の分科会にわかれ，(1)M9 クラスの巨大地震・津波の発生メカニズムと予測，(2)地震・
津波に関する啓発と教育と防災力向上のための人材育成，(3)津波警報システムの有効な
活用，(4)地震・津波災害からの復興策と都市政策の提言，の４課題について今後の研究
方針および地震・津波に強い都市作りについて討議を行う．ワークショップの最後には全

体会議を開催して，全体のとりまとめを行う． 
【主たる参加者】 

Kerry Sieh（米国 Caltech教授）古地震に基づく地震発生（基調講演） 
首藤伸夫（日本大学文理学部教授）津波被害と防災（基調講演） 
佐竹健治（産業技術総合研究所活断層研究センター副センター長）テーマ１サブグループ

リーダー 
山岡耕春（東京大学地震研究所教授）テーマ２サブグループリーダー 
今村文彦（東北大学工学研究科教授）テーマ３サブグループリーダー 
家村浩和（京都大学工学研究科教授）テーマ４サブグループリーダー 

【開催経費】 
文部科学省科学技術振興調整費 
   プログラム：我が国の国際的リーダーシップの確保「我が国の科学技術活動の国際的

リーダーシップの確保」 
   課題名：スマトラ型巨大地震・津波被害の軽減策 
  研究代表者：東京大学地震研究所・教授・加藤照之 

【事務局】 
〒113-0032 東京都文京区弥生 1-1-1 東京大学地震研究所 
国際地震・火山研究推進室 室長 加藤照之  

 
 
第二部：災害軽減科学技術の国際連携への提言に関する国際シンポジウム 
【期日】平成 17年 12月 16-17日 
【主催・共催・後援（申請中を含む）】 

（主催）防災科学技術研究所，防災研究フォーラム 
（共催，後援）東京大学地震研究所，京大防災研究所，産業技術総合研究所，日本学術会

議，アジア学術会議，日本学術振興会，海洋研究開発機構，宇宙航空研究開発機構，

UNESCO，ISDR，UNCRD 
【定員】 16日：100名 17日：60名 
【事前登録用 URL】 http://www.dprf.jp/english/sympo/2005.html 
【討議内容】 

2005年 1月に実施された国連防災世界会議での政府間合意に基づき，インド洋巨大地震・
津波被害の復興策に関する国際連携のあり方について討議する．本シンポジウムはアジア
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学術会議のジョイントプログラム（自然災害軽減へ向けての国際協力についての提言；ア

ンカー：片山恒雄・佐竹健治）と位置づけられ，参加アジア諸国関係者の包括的な議論に

基づいてアジア各国政府に対して具体的な政策提言を行う．  
【主たる参加者】 

黒川清（日本学術会議会長） （基調講演） 
坂田俊文 自然災害の軽減を考える地球科学技術戦略会議 発起人代表 （招待講演） 
     (財)地球科学技術総合推進機構理事長 
Patricio A. Bernal(UNESCO理事長補佐) 
Youichi Ono(ISDR プログラムオフィサー) 
Greg Bankoff (ニュージーランド国 オークランド大学教授) 
林春男（京都大学防災研究所教授） 

【開催経費】 
文部科学省科学技術振興調整費 
   プログラム：我が国の国際的リーダーシップの確保「政府間合意に基づく重要課題協

力の機動的推進」 
   課題名：災害軽減科学技術の国際連携への提言 
   研究代表者：防災科学技術研究所・理事長・片山恒雄 

【事務局】 
〒305-0006 茨城県つくば市天王台３－１ 独立行政法人 防災科学技術研究所 
固体地球研究部門 防災研究フォーラム 事務局 藤田英輔 
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本件問い合わせ先： 

〒113-0032 東京都文京区弥生 1-1-1 東京大学地震研究所 
国際地震・火山研究推進室 室長 加藤照之  
 

（注：「防災研究フォーラム」とは科学技術・学術審議会「防災分野の研究開発に関する委員会」

の提言に基づいて，自然災害を中心とした災害軽減・防御に関する研究に関する共同研究プロジ

ェクトの立案や産官学連携の研究体制などについての検討を進めるため（独）防災科学技術研究

所，京都大学防災研究所長および東京大学地震研究所長の 3 者の合意によって設立された組織．

詳細は次を参照されたい．URL : http://www.dprf.jp/） 
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